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１ 計画の趣旨と方針 

（１） 趣旨 

新型コロナウイルス感染症については、感染拡大を防止し、市民の生命と健康を

守るため、総力を挙げてその対策に取り組んでいる。 

令和２年 12 月９日に「予防接種法及び検疫法の一部を改正する法律」（令和２

年法律第 75 号）が施行され、新型コロナウイルス感染症に係るワクチン（以下、

「新型コロナワクチン」という。）を予防接種法の臨時接種に位置付け、厚生労働

大臣の指示のもと、都道府県の協力により、市町村において新型コロナワクチンの

接種を実施することが決定した。 

その後、国から「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に関する手引

き」等のガイドラインが示された。 

これらを踏まえ、本市における新型コロナワクチンの接種対象者、接種体制など

を示すため、「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種実施計画」を策定する。 

なお、本計画は現時点の内容であり、今後の国・県の方針やワクチンの薬事承認・

供給の状況等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うものとする。 

図１ 事業実施体制 

国（厚生労働省）

ワクチン

メーカー

住民

神奈川県

川崎市
被害救済
（申請受付・

 支給決定等）

①接種券の

 発送
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実施 

③費用の請求

委託契約

ワクチン

流通

ワクチン供給・

流通の契約

・ワクチンの確保

・導入ワクチンの卸売業者へ流通の委託
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・医療従事者等への接種体制の確保

・専門的相談支援体制の確保

・医療機関との委託契約、接種費用の支払

・住民への接種勧奨、接種券発送

・接種手続き等に関する一般相談対応

・健康被害救済の申請受付、納付

・集団的な接種を行う場合の会場確保等

卸
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実施の指示

費用負担
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（２） 実施期間 

令和３年２月 17 日から令和４年２月 28 日まで 

（市民向け接種の実施期間は、令和３年４月 12 日から令和４年２月 28 日まで） 

（３） 策定方針 

本計画の策定にあたっては、次に掲げる事項に留意する。 

〇 川崎市医師会、川崎市病院協会、川崎市歯科医師会、川崎市薬剤師会、川崎市

看護協会等の医療関係団体と協議する。 

〇 接種実施医療機関等において、感染症が拡大することのないよう、感染防止対

策を講じる。 

〇 予防接種の実施にあたっては、あらかじめ予防接種を行う医師に対し、実施計

画の概要、予防接種の種類、接種対象者について説明する。 

〇 新型コロナウイルス感染症の診療や通常の診療に過度な負荷が生じないよう

配慮する。 
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２ 接種対象者 

（１） 対象者の範囲及び接種費用 

ア 対象者の範囲 

接種を行う日に、住民基本台帳に記載されている 16 歳以上の者を対象として行

う。なお、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」

（昭和 35 年法律第 145 号）に基づくいわゆる薬事承認において、接種の適応とな

らない者は、接種の対象から除外する。 

また、新型コロナワクチンの接種日に、戸籍又は住民票に記載のない者その他の

住民基本台帳に記録されていないやむを得ない事情があると市長が認める者につ

いては、当該者の同意を得た上で、接種を実施する。 

イ 接種費用 

接種を受ける際の費用は、全額公費負担とする。 

（２） 接種場所の原則と例外 

新型コロナワクチンの接種は、平時の定期接種と同様に、各自治体で住民向けの

接種体制を構築することから、住民票所在地の市町村で接種を受けることを原則と

する。 

ただし、長期入院や長期入所している等のやむを得ない事情による場合には、住

民票所在地以外で接種を受けることができる。 

図２ 接種場所の原則と例外について 
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（３） 接種順位 

重症化リスクの大きさや医療提供体制の確保等を踏まえ、国が公表した接種順位

に基づき、①医療従事者等、②高齢者（令和３年度中に 65 歳以上に達する者）、③

65 歳未満で基礎疾患を有する者、高齢者施設等の従事者、60 歳から 64 歳の者、④

上記以外の者の順に接種を開始する。 

（４） 対象者の概数 

接種対象者の区分別の概数は、次のとおりである。 

区分 概数 出典等 

医療従事者 21,335 人

かわさき保健医療プラン

[2018 年度～2023 年度]改

定版 

高齢者 

75 歳以上 
153,655 人 令和 2年 12 月末 住民基

本台帳人口 

65 歳～74 歳 
150,743 人 令和 2年 12 月末 住民基

本台帳人口 

基礎疾患を有する者（20 歳～59 歳） 74,534 人 総人口の 4.9％ 

高齢者施設等の従事者 22,816 人 総人口の 1.5％ 

60 歳～64 歳の者 74,059 人 令和 2年 12 月末 住民基

本台帳人口 

上記以外の者
16 歳未満を含む 1,023,962 人 令和 2年 12月末 住民基本

台帳人口 [再掲]16 歳未満を除く 819,069 人

総人口 
16 歳未満を含む 1,521,104 人 令和 2年 12月末 住民基本

台帳人口 [再掲]16 歳未満を除く 1,316,211 人

※ 令和２年 12 月末時点の住民基本台帳を基に、国の算定方法等を用いて推計 
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（５） 接種券の発送区分等 

接種券の発送区分等は、次のとおりである. 

なお、ワクチンの供給量等によっては、接種券の発送時期及び接種時期を変更す

る可能性がある。また、65 歳未満の者の接種スケジュールについては、今後のワク

チンの供給状況等を踏まえて決定する。 

図３ 接種券の発送及び接種スケジュールのイメージ 

令和３年 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 

高齢者 

（75 歳以上） 

高齢者 

（65 歳～74 歳）

基礎疾患を 

有する者 

高齢者施設等 

の従事者 

60 歳～64 歳の者

上記以外の者 

●4/20 接種券発送

第 1 回目接種 

第 2 回目接種 

●4/28 接種券発送

第 1 回目接種 

第 2 回目接種 

基礎疾患の申出期間 第 1 回目接種 

第 2 回目接種 

接種調整（入所施設） 入所施設従事者の優先接種（第 1・2 回目） 

第 1 回目接種 

第 2 回目接種 

接種調整（入所施設以外）

●5 月中旬以降 接種券発送

●5 月下旬以降 順次、接種券発送

（年齢により細分化） 

各ワクチンの承認時期や

供給量等によって 

スケジュールを適宜変更
上記の接種状況を踏まえ、

接種を実施 

第 1 回目接種 

第 2 回目接種 
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（６） ワクチンの特性 

薬事承認されているファイザー社のワクチン、承認申請されているアストラゼネ

カ社及び武田／モデルナ社のワクチンの現時点における特性は、次のとおりである。 

ファイザー社 アストラゼネカ社 武田/モデルナ社 

接種回数 ２回（21 日間隔） ２回（28 日間隔） ２回（28 日間隔） 

保存温度 －90℃～－60℃ ２～８℃ －20℃±５℃ 

単  位 ５回分/バイアル 

※一般的な針シリン

ジを用いた場合 

10 回分/バイアル 10 回分/バイアル 

バイアル開封

後の保存条件

希釈後、室温で６時

間 

※冷蔵庫で解凍する

場合は、解凍及び

希釈を５日以内に

行う。 

※室温で解凍する場

合は、解凍及び希

釈を２時間以内に

行う。 

一度針をさしたもの

は、室温で６時間、２

～８℃で 48 時間 

※希釈不要 

一度針をさしたもの

は、２～25℃で６時

間 

※解凍後の再凍結は

不可 

※希釈不要 

備  考 ・医療機関では、ドラ

イアイス又は超低

温冷凍庫で保管 

・－25～－15℃に移

し、同温度で最大

14 日間保存するこ

とができる。なお、

１回に限り、再度

－90～－ 60℃に

戻し保存すること

ができる。 

 ・医療機関では、冷凍

庫（－20℃±５℃）

で保管 
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３ 接種体制 

（１） 基本方針 

本市においては、安全かつ確実に、可能な限り速やかに、希望する全ての市民に

新型コロナワクチンを接種できる体制を構築する。 

供給されるワクチンの特性や接種対象者、接種状況等に応じて、適時、集団接種、

個別接種、巡回接種の３つの体制の最適化を図りながら、接種を実施する。 

なお、各接種体制の定義は次のとおりとする。 

接種体制 定義 

集団接種 市が設置する接種会場等において予防接種を実施 

個別接種 市内の協力医療機関において予防接種を実施 

巡回接種 高齢者施設等を対象として、当該施設等において予防接種を実施

（２） 集団接種 

ア 接種体制の考え方 

〇 新たな技術を活用したワクチンの開発が進められており、ワクチンによっては、

特殊な流通・保管を必要とすることから、短期間に多くの接種を行える体制が必

要である。 

〇 集団接種の実施には、市内の医療機関・関係団体の協力が不可欠であるが、通

常の医療（診療）に並行して、多数の医療従事者を確保することには一定の限界

があり、接種会場数と医療従事者確保のバランスが重要となる。 

イ 接種体制の方向性 

〇 各区に１か所程度の接種会場を設置するとともに、職場等における集団接種体

制を構築する。 

○ ワクチンの供給量や接種状況等を踏まえ、集団接種会場の増減に柔軟に対応す

る。 

〇 個別接種の実施体制の整備状況に応じて、集団接種会場を縮小・廃止する。 

〇 高齢者以外の者への接種開始を見据え、職場や学校等における集団的な接種体

制の構築を進める。 
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ウ 集団接種会場 

〇 突発的な事象への対応が可能な公共施設で、市民にとっての分かりやすさや交

通の利便性等の観点を総合的に勘案し、まずは教育文化会館及び各区の市民館を

接種会場とする。 

会場名 所在地 

教育文化会館 川崎市川崎区富士見２－１－３ 

幸市民館 川崎市幸区戸手本町１－11－２ 

中原市民館 川崎市中原区新丸子東３－1100－12 

高津市民館 川崎市高津区溝口１－４－１ 

宮前市民館 川崎市宮前区宮前平２－20－４ 

多摩市民館 川崎市多摩区登戸 1775－１ 

麻生市民館 川崎市麻生区万福寺１－５－２ 

図４ 集団接種会場 
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エ 集団接種会場の運営 

① 接種開始予定日 

令和３年５月 11 日（火） 

② 開設日時 

会場 開設時間 日曜 月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜

教育文化会館 

 9:00 - 13:00

14:00 - 18:00

○ ‐ ‐ ○ ○ ○ ○ 

幸市民館 ○ ‐ ○ ○ ○ ○ ‐

中原市民館 ○ ‐ ‐ ○ ○ ○ ○ 

高津市民館 ○ ‐ ○ ○ ○ ○ ‐

宮前市民館 ○ ‐ ○ ○ ○ ○ ‐

多摩市民館 ○ ‐ ○ ○ ○ ○ ‐

麻生市民館 ○ ‐ ○ ○ ○ ○ ‐

③ 集団接種会場の設営 

会場の設営は、次のレイアウトイメージを基本とし、会場ごとに適宜調整する。 

図５ 集団接種会場レイアウトイメージ

④ 接種数の想定 

１会場あたり１日 300 回 

⑤ 接種用具の確保 

医薬品（エピペン注射液等）、感染予防対策物品（マスク、手指消毒液等）及

び会場設営物品（パーテーション等）を確保する。 
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（３） 個別接種 

ア 接種体制の考え方 

〇 先行して供給開始となるファイザー社のワクチンは、１回の配送単位が大きく、

長期間の保管には超低温冷凍庫を必要とする。 

〇 超低温環境でワクチン保管を行うことが困難な医療機関においても接種を行

えるよう、ワクチンの小分け及び適正な移送による接種体制の構築が必要である。 

〇 多くの市民に接種を行うためには、今後のワクチンの承認状況や供給量に合わ

せて、協力医療機関による個別接種を拡充する必要がある。 

〇 円滑な個別接種の実施に向けては、協力医療機関の体制構築や適正管理による

ワクチン移送等の支援が必要である。 

イ 接種体制の方向性 

○ 医療機関の接種体制及びワクチンの移送体制を構築し、600 か所以上の協力医

療機関による個別接種を実施する。 

ウ 個別接種体制の構築に向けた支援 

○ ワクチン接種の予約管理システムを導入し、医療機関における接種予約の管理

を支援する。 

○ ワクチン接種円滑化システム及びワクチン接種記録システムを適切に運用す

るため、医療機関での対応が困難な場合、代行入力等の運営支援を行う。 

○ 多くの市民に接種を実施するため、ワクチンの小分け・配送体制を構築し、定

期的に協力医療機関へワクチンを移送する。 

図６ ワクチンの管理及び移送体制のイメージ

○ 通常の診療とは異なる体制への対応が見込まれることから、人員や物品等の確

保など、接種体制の整備に係る支援を実施する。 

○ また、新型コロナワクチンは、通常の医薬品とは異なる管理が必要となること

から、ワクチンの保管環境の整備に係る支援を実施する。 

国内倉庫
管理拠点

(市による設置)

60～100 回分程度に小分け

サテライト型

接種施設

保冷ボックス

＋ドライアイス

冷凍(-75℃)配送 冷凍(-25～-15℃)移送

冷蔵(２～８℃)

最長５日以内

冷凍(-25～-15℃)

最長 14 日以内

冷凍(-90～-60℃)

有効期間内

ドライアイス･冷凍庫等

＋バイアルホルダー

※ サテライト型接種施設…市が設置するワクチン管理拠点等からワクチンの移送を受ける施設 
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エ 個別接種の実施 

① 接種開始予定日 

令和３年５月 10 日（月） 

② 開設日時 

各医療機関が設定する日時 

図７ 個別接種実施医療機関（イメージ）

（参考：令和２年度高齢者を対象とした定期のインフルエンザ予防接種協力医療機関） 

（４） 巡回接種 

ア 接種体制の考え方 

 〇 高齢者施設の入所者は、感染が発生するとクラスターとなる危険性が高く、感

染すれば、重篤な症状となる可能性も高い。 

〇 施設等の入所・居所する高齢者等においては、集団接種会場や医療機関に赴い

てワクチン接種が困難な状況が想定される。 

〇 施設等におけるワクチン接種には、嘱託医やかかりつけ医等との連携が不可欠

となる。 

〇 クラスター対策の推進や業務の特性を踏まえ、高齢者施設等の従事者に対する

優先接種体制の構築が必要である。 

イ 接種体制の方向性 

〇 平時の接種方法によるワクチン接種が困難な高齢者施設等においては、施設の

嘱託医等の協力により施設に巡回して実施する。
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〇 施設内のクラスター対策の推進やクラスター発生時の業務継続の必要性を踏

まえ、高齢者施設等の従事者に対する円滑かつ優先的な接種体制を構築する。 

ウ 高齢者施設等の概数 

〇 市内の高齢者施設等の概数は次のとおりである。 

施設種類 施設数 

高齢者施設 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  57 

介護老人保健施設  19 

介護療養型医療施設   3 

特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム） 110 

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 133 

その他（有料老人ホーム等） 130 

小計 452 

障害者支援施設 障害者支援施設   5 

共同生活援助事業所（グループホーム） 315 

小計 320 

合計 772 

※ 令和３年２月１日時点 

エ 巡回接種体制の支援 

○ 施設の嘱託医等による接種体制を構築することが困難な場合は、接種医等の医

療従事者の調整を行う。 

○ 多数の施設への接種を円滑に実施できるよう、巡回接種を実施する協力医療機

関の体制整備に係る支援を実施する。 

○ 高齢者施設等の従事者向けの接種会場を設置する。 

オ 巡回接種の運営方針 

① 接種開始予定日 

令和３年４月 12 日（月） 

② 開設日時 

施設及び嘱託医等と調整した日時 

③ 対象者

高齢者施設等の入所者・入居者等に実施 
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図８ 高齢者施設等のワクチン移送体制のイメージ

カ 従事者の優先接種 

〇 施設内のクラスター対策の推進やクラスター発生時の業務継続の必要性を踏

まえ、入所施設の従事者に対する接種会場を設置し、接種を実施する。 

会場名 所在地 

川崎市立看護短期大学体育館 川崎市幸区小倉４－30－１ 

川崎看護専門学校 川崎市高津区久本１－４－１ 

高齢者施設等 管理拠点

ワクチン

冷凍(-25～-15℃)移送

サテライト型

高齢者施設等 管理拠点

ワクチン

冷凍(-25～-15℃)移送

サテライト型
ワクチン

冷凍(-25～-15℃)移送協力医療機関

施設に医療機関が併設している場合 施設に医療機関が併設していない場合
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４ ワクチン接種に関連する主な対応 

（１） 市民に対する情報提供及び相談対応 

ア 情報提供 

〇 市民に対して分かりやすく正しい情報を提供するため、市ホームページや市政

だより、各種広報媒体を活用するとともに、コールセンターを設置する。 

イ 相談対応 

○ ワクチンに関する一般的な相談に対応するため、24 時間体制のコールセンター

を設置する。 

（２） ワクチン接種の予約受付 

ア 予約コールセンター 

○ 集団接種会場の接種予約の受付を行う予約コールセンターを設置する。 

イ 予約サイト 

○ 集団接種会場の及び個別接種（協力医療機関）の接種予約の受付を行う予約サ

イトを開設する。 

（３） 副反応への対応 

副反応への対応は、国の役割（ワクチンに係る科学的知見の国民への情報提供、

副反応疑い報告制度の運営及び健康被害救済に係る認定等）、都道府県の役割（専

門的相談支援体制の確保等）、市町村の役割（医療機関以外の接種会場の運営、住

民からの相談対応、健康被害救済の申請受付・給付等）を踏まえ、次のとおり実施

する。 

ア 集団接種会場・協力医療機関での対応 

○ 集団接種会場に救護室を設け、所要の医薬品・医療器材等を整備し、看護師を

配置する。 

〇 集団接種会場では、接種後の経過観察場所に看護師を配置し、体調不良者やワ

クチン接種後のストレス反応に適切に対応する。 
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〇 接種局所の異常反応や体調の変化が見られた場合は、速やかに医師の診察を受

けられるよう救護体制を構築する。 

〇 被接種者に予防接種に対する不安によって生じる ISRR の症状が見られた場合

は、適切に対応する。 

○ 救急搬送に備え、関係部署との連携体制を構築する。 

イ コールセンターでの対応 

○ 副反応に関する一般的な相談対応や、必要に応じてかかりつけ医等への受診案

内を行う 24 時間体制のコールセンターを設置する。 

ウ 神奈川県との連携 

○ 相談内容や被接種者の症状等に応じて、県が設置する専門的な相談窓口や専門

的な医療機関につなげることができるよう、神奈川県との連携を図る。 

図９ ワクチン接種後の副反応等に対応する医療体制の確保 

エ 健康被害救済制度 

〇 予防接種法の規定による副反応疑い報告は、「定期の予防接種等による副反応

の報告等の取扱について」（平成 25 年３月 30 日健発 0330 第３号、薬食発 0330

第１号厚生労働省健康局長、医薬食品局長連名通知）に基づき実施する。 

〇 予防接種法第 15 条の規定に基づき、川崎市長は、新型コロナワクチンを接種

したことにより健康被害が生じたと厚生労働大臣が認めた者について救済給付

を行う。なお、救済給付に係る費用は、同法附則第 7条第 3項の規定により国が

負担する。 

（４） ワクチンロス防止の取組 

現時点で使用が想定されているワクチンは、いずれも１バイアル当たり複数回接

種分の提供となる。ワクチンロスの恐れが生じた場合、貴重なワクチンを無駄にし

ないため、接種順位に関わらず、効率的に接種できるよう次の取組を実施する。 

市民 

（被接種者）

ュい
接種医、かかりつけ医 

専門的な医療機関 

神奈川県 相談窓口等

い
紹介

受診・相談

回答・ 

受診勧奨

専門的な医療機関に

関する情報提供 

協力依頼

受診・相談
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ア 集団接種における取組 

○ 効果的にワクチンロスを防止する観点から、接種会場に近隣に所在する消防、

保育、学校の関係者や区役所の職員等のうち、ワクチン接種を希望する者から接

種対象者を選定し、接種を実施する。 

イ 個別接種における取組 

○ 個別接種の協力医療機関は地域に点在することから、接種施設の近隣に居住し、

ワクチン接種を希望する者から接種対象者を選定し、接種を実施する。 

ウ 巡回接種における取組 

○ 職種を問わず、施設職員（従事者優先）の中から接種対象者を選定し、接種を

実施する。 

エ その他 

〇 個別接種においては、協力医療機関の判断により、かかりつけ患者・家族等へ

の接種を実施する。 

〇 訪問診療においては、協力医療機関の判断により、同居する家族等への接種を

実施する。 

〇 その他、ワクチンロスの防止に向けて、状況に応じた柔軟な対応を行う。 

（５） 障害者･外国人･戸籍又は住民票に記載のない者への対応 

ア 障害者への対応 

○ 障害特性に応じた合理的配慮を踏まえ、郵送物への点字表記や FAX による相談

受付、コミュニケーションボード等による案内等の対応を行う。 

イ 外国人への対応 

○ 案内チラシを多言語で作成し、国が多言語化する予診票を活用する。 

○ 集団接種会場では、分かりやすい案内表示を行い、状況に応じて翻訳ツール等

を活用する。 

ウ 戸籍又は住民票等に記載のない者等への対応 

○ ＤＶ等避難者、ホームレス、いわゆるネットカフェ難民等、戸籍又は住民票に

記載のない者は、申し出に基づき、居住実態がある場合は接種券を発行する。 
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○ 市のホームページ等で接種に関する必要な手続きについて案内し、関係部署や

関係団体と連携し対応する。 
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市内医療関係団体との連携

安全かつ確実に、可能な限り速やかに、希望する全ての市民にワクチン接種を実

施できる体制を構築するため、市内医療関係５団体（川崎市医師会、川崎市病院協

会、川崎市歯科医師会、川崎市薬剤師会、川崎市看護協会）等の協力・連携のもと、

医療従事者の確保をはじめ、市民への啓発・広報等の必要な取組を進める。 

令和３年２月 16 日 定例市長記者会見 
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５ 様式類 

（１） 接種券 
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（２） 予診票 
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（３） 新型コロナワクチンの説明書 
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